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危機・防災対策課 

 

(1) 自主防災組織の支援 

大規模な災害が発生した場合に、その初動期において大きな役割を果たすのが「共助」の

中核となる自主防災組織であることから、組織の充実、活性化のための指導、助言を行い、

自主防災組織が行う防災訓練及び研修等を支援するとともに、活動費に補助を行いました。 

また、地域コミュニティにおける防災力の向上を図ることを目的として、地区防災計画の

作成を支援するとともに、計画の作成に補助を行いました。 

 

(2) 城陽市防災訓練の実施 

   「自助」及び「共助」についての理解の促進及び防災意識の向上を図るとともに、災害時

において有効に機能できる住民と職員との顔の見える関係を構築するため、令和 7 年 11 月 30

日に 28団体、延べ 612人の参加者による城陽市防災訓練を実施しました。 

 

(3) 災害用備蓄品の充実整備 

   災害発生に備え、自動ラップ式トイレや防災備蓄用食料、飲料水等を計画的に整備しまし

た。 

 

(4) 防災協定の充実と協定に基づく訓練の実施 

   大規模災害時に不足する食料品、医薬品等の生活必需物資の確保を目的として、スギホー

ルディングス（株）と「災害時における物資供給に関する協定」を締結しました。 

   また、災害時における支援並びに防災・減災に資する事業への物資の提供等を目的として、

大塚製薬（株）と「健康増進及び災害時支援に関する連携協定」を締結しました。 

さらに、城陽市及び井手町の区域内において災害が発生した際、災害の復旧や被災者の避

難などの支援等協力により、住民の安全性・安心感をより高めることを目的として、城陽市、

井手町及び京都山城白坂テクノパーク連絡協議会の三者で締結した「災害時における支援等

協力に関する協定」に基づき、合同防災訓練（情報伝達訓練）を実施しました。 

 

(5) 同報系防災行政無線の運用 

災害及び武力攻撃事態等における住民への情報伝達手段として整備している同報系防災行

政無線について、適切な運用及び保守管理を行いました。 

また、防災リーダー等への戸別受信機の貸与を行いました。 

 

(6) 移動系防災行政無線の更新 
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地震等により携帯電話や固定電話が使用できない場合に、避難所や防災関係機関との非常

時連絡体制を構築するための移動系防災行政無線について、老朽化に伴い設備の更新を行い

ました。 

 

(7) 防犯カメラの設置及び運用 

犯罪企図者に対し、市内で犯罪行為を行うことは困難と認識させる犯罪抑止効果を期待す

るほか、略取誘拐事件をはじめとする犯罪捜査に貢献することを目的として、幹線道路に新

たに4台の防犯カメラを設置しました。 

また、犯罪の抑制等、安全で住みよい地域社会の実現を図るため、市内駅前に設置してい

る防犯カメラの適切な運用及び保守管理を行いました。 
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【別表1】Ｊアラート受信機更新事業

【別表2】移動系防災行政無線整備事業

【別表3】府防災情報システム整備事業

（危機・防災対策課）　別表

（単位：円）

国府支出金 地方債 その他

委託料 4,174,500 0 4,100,000 0 74,500
Ｊアラート受信機更新業
務委託

項目 事業費
特定財源

一般財源 内容等

（単位：円）

国府支出金 地方債 その他

負担金、補
助及び交付
金

16,657,000 0 16,600,000 0 57,000
府防災情報システム整備
負担金

項目 事業費
特定財源

一般財源 内容等

（単位：円）

国府支出金 地方債 その他
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賃借料

7,410
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・設計監理業務委託
・更新業務委託

項目 事業費
特定財源

一般財源 内容等
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